ニューメキシコ州家庭法・家庭内問題法令について
はじめに
専門の弁護士へのご相談をおすすめします。 

この資料に記載されている内容は、後述の参考文献資料をまとめ、日本語へ翻訳されたものであり、法律のアドバイスではありません。法律や裁判所の規定は複雑なものであり、また各州により定義も異なってくるため、この資料の内容に基づいて手続きを行うことが必ずしも望ましい裁判結果につながるものではありません。裁判所に申請書類を提出する前に、弁護士へご相談されることを強くお勧めいたします。
また、経済的理由などから弁護士費用が支払えない場合でも、裁判所へ提出する書類の内容 確認や書類提出に関してのアドバイスを得ることも可能です。DV（ドメスティック・バイ オレンス）被害者への支援プログラムや低所得者向けプログラムを提供している団体や、無 料または低額での弁護サービスを提供している団体など、公的・私的団体のサービスのご利 用もお勧めいたします。これらの団体への連絡先は、別途資料支援団体リストをご参照ください。
裁判所の違いについて
法律制度は、大きく民事法と刑事法の 2 つに分けられます。それぞれ、どの裁判所が管轄するか決められています。DV のケースでは、民事裁判（Civil）と刑事裁判（Criminal）という 二つの性質の違う裁判から DV 行為に対して法的措置を求めることも可能です。ニューメキ シコ州の裁判所では、まず一般管轄裁判所である、地方裁判所 District Court、Magistrate Court あるいは Metropolitan Court（Bernalillo  County での比較的軽いケースのみ）で取り扱われます。不服がある場合は、控訴裁判所（Court of Appeals）への上訴を経た後、最終的には 州の最高裁判所 Supreme Court へとまれにケースが上がることもあります。（ただし刑事訴 訟に関しては、無罪の判決が出た場合、合衆国憲法に従い上訴することができません。）
取り扱う内容について
District Court では、


家庭法（離婚・監護権・面会交流権、養育費、保護命令）


民事法（土地・財産がらみの訴訟を含む）


刑事法


少年法など
Magistrate Court では、


軽罪（Misdemeanor）


少額の不動産訴訟（1 万ドル以下）


暫定的重罪質問


交通違反（飲酒運転含む）
など、限定的なケースを取扱います。
さらに、Bernalillo  County では Metropolitan Court があり、Magistrate  Court とほぼ同一規模の 内容を取り扱うほか、DV のケースも取り扱っています。
ニューメキシコ州裁判所の違いに関する情報はこちらをご覧ください。
http://www.nmcourts.com/newface/about/index.php
民事裁判と刑事裁判の違い
民事法と刑事法の一番の大きな違いは、各法的措置の申立人（または原告）の違いにありま す。

民事法のシステム：申立人は、被害者または先に申立てを行った申請者です。よって民事法上の DV 保護命令（Family  Violence Protection Order）取得のためには、被害 者が裁判所に直接出向き、申立てを行う必要があります。保護命令発令後、加害者 が違反した場合は逮捕されることもありますが、基本的に民事法制度では、申立人 は DV 行為に及んだ加害者の逮捕、または懲役 などの刑罰を与えることを求めることはできません。

刑事法のシステム：検察局（District Attorney’s Office）が申立人となります。刑事法による裁判では、ハラスメント、暴行、殺人、強盗等の刑法に違反する犯罪行為が 扱われ、告訴により加害者の処罰も求められます。刑事法制度では、検察官（Prosecutor または地方検事 District Attorney とも呼ばれる）がケースの進行の主導 権・決定権を持ち、刑事裁判を続行するかどうかの判断権も持ちます。よって、州の地方自治体が加害者に対して裁判の申し立てを行います。もし被害者自身が、加 害者に対する告発（Press charges）を希望しない場合であっても、検察側はある程度 被害者側の意見を考慮することはあっても、基本的にはすぐに中断したり取り下げたりすることは、刑事システム上できません。告訴の取り下げや判決に関して、被害者に召喚状（Subpoena または Court Order：事件に関わる特定の人物に対し、裁判所へ出頭し証言することを命じる裁判所からの命令書）を発し、証言人として法廷 に立たせることもあります。
ニューメキシコ州 DV 保護命令に関する法律 (Chapter 40, Article 13 & Chapter 31, Article 19)
http://seconddistrictcourt.nmcourts.gov/dv2.html  
ドメスティック・バイオレンス（DV）とは？
DV  とは、親密な関係において、一方の側が身体的暴力、強制、脅迫、威嚇、監禁や精神的、 性的、経済的な虐待によって、相手方を意のままにコントロールしようとする行為を指します。身体的暴力による外傷がもっとも目につきやすいものの、そのほかの行為によってできる心的外傷も十分に考慮しています。いずれにせよ、相手がいかに理不尽にコントロールしているかの物的証拠をつかみ、提示することが大切です。以下にニューメキシコ州におけるDV の定義をご紹介します。
I 保護命令
もしこれをご覧になっているあなたが、DV の被害者であり、身の危険が差し迫った状態に ある場合には、すぐに 911 に電話して身の安全を確保してください。また，公的・私的団体 がシェルターなどの支援・救済活動をしています。DV 被害者向けの支援団体リストは、別 資料に載せてありますが、緊急かつ緊張状態にある場合、下記のいずれかにすぐに連絡する ことをおすすめします。

New Mexico Coalition Against Domestic Violence（NMCADV）
http://www.nmcadv.org/
1‐877‐974‐3400（NM  州）
505‐246‐9240（アルバカーキ市内）

New Mexico Legal Aid Domestic Violence Helpline 
http://www.nmlegalaid.org/content/d-v-helpline
1‐877‐974‐3400

National Domestic Violence Hotline 

http://www.thehotline.org/
1‐800‐799‐SAFE (7233)
保護命令（Protection  Order）とは？
保護命令とは、DV  行為や犯罪行為の被害者が、加害者から身体的または精神的危害を受け 続ける恐れのある時に、加害者が被害者に連絡をすることや接近することがないよう、裁判 所が発行する法的措置のことを指します。米国では、保護命令は、Order of Protection または Restraining Order と呼ばれます。ニューメキシコ州では、DV 被害者のために発行される 保護命令を Family Violence Order of Protection と呼んでいます。
ニューメキシコ州では、加害者（Abuser）が、被害者と下記の家族関係（Household Member） あり、DV 行為に及んだ場合に保護命令の発行を求めることができます。また、保護命令は、 男女どちらにも適応され、とくに性別を問いません。
家族関係（Household Members）の定義

配偶者または元配偶者

交際相手または元交際相手（異性・同性問わず）

共通の子供がいる相手、または 18 歳以上の家族

その他家族のように親密な関係を築いている相手
保護命令は、DV  の被害者やその子供に対し、一時的な法的保護を迅速に与えることを目的としており、加害者が保護命令に記載の禁止事項を無視してその行為に及んだ場合には、逮捕され刑事裁判所へ出頭させられるか、または、法的命令を発行した裁判所への再出頭を命じられます。
保護命令が適応される家庭内虐待行為（Domestic Abuse）とは？

 身体的暴力（Physical Harm）

極度な感情的苦痛（Severe emotional distress）

暴力行為・身体的傷害（Assault or bodily injury）

暴力の不安や恐怖をあおりたてる脅迫（A threat causing imminent fear of injury）

子供への暴力やそれを示唆するような供述や脅迫

不法侵入行為（Criminal Trespass）

所有物の損害（Criminal damage to property）

ストーキング行為（待ち伏せ、つきまとい等）

   ハラスメント行為（電話によるハラスメントも含む）
保護命令の申請方法
ニューメキシコ州では、DV 保護命令の申請は主に District Court で扱われています。保護命令には主に 2 種類あります。

暫定的保護命令（Ex Parte Temporary Order of Protection）：すぐに効果を発揮する暫定的な保護命令です。通常、申請後 72 時間以内に開始されます。それまでに判事が 加害者を出頭させ、判事による質問が行われない場合、この暫定的保護命令の有効 期間は 10 日まで延長されます。この暫定的緊急保護命令の発行事態は、加害者の立 場や意見は含まず、被害者の証言のみによって早急に行われます。後の法廷出頭日 で被告への質問が正式に行われ、その意見を考慮したうえで、判事は最終的な判断（最終保護命令を発行するかしないか）をします。

最終保護命令（Final Domestic Violence Order of Protection）：最終保護命令は、被害 者・加害者の両者が出頭し、お互いの見解・事実確認をした上で、最終的に判事が 具体的な措置（どんな行為を阻止し被害者を保護するか）の判決を下します。この 最終保護命令により、下記の変更事項が含まれる場合もあります。
o 
加害者を居住場所から退去させ、被害者がその家を占拠すること
o 
暫定的に監護権を単独的に被害者に譲ること
o 
加害者から被害者へ連絡をとることを一切禁じること
o 
被害者の所有物および財産を勝手に持ち出したりすることを制限すること
o 
その他、最終保護命令により被害者の安全を確保するために必要な措置（警察など法的取締機関の関与も含む）
保護命令の手続きについては、下記のリンクより、直接ご連絡ください。
http://www.womenslaw.org/laws_state_type.php?id=10017&state_code=NM

II 離婚
専門の弁護士へのご相談をおすすめします。 
アメリカ国内での離婚は州により認められるため、離婚の要件、費用、所用時間、養育・監護権等の煩雑さは全米５０州の州ごとで異なります。離婚するには、離婚する州で実務を行っている弁護士を雇うことが、最善かつ法的に手続きを進める手だてとなります。
アメリカには協議離婚を含め、裁判外離婚（extra‐judicial divorce）の制度がありません。つまり日本のように離婚届に押印しそのまま役所に提出すれば受理される、ということはなく、 たとえ双方合意の上での離婚であれ、アメリカでは離婚申請書を管轄の郡民事裁判所に提出 し、判事が最終的に判断します。
ここにご紹介する内容は、一般的に配布されている資料情報をまとめ、日本語へ翻訳されたものであり、法律のアドバイスではありません。この資料の内容に基づいて手続きを行うことが必ずしも望ましい裁判結果につながるものでもありません。裁判所に申請書類を提出する前に、ぜひ弁護士へご相談されることをお勧めいたします。
また、弁護士または法律相談情報等につきましては、別資料をご参照ください。
 法律用語集
この用語集は、ニューメキシコ州が定義する、離婚申請に必要な書類に使用されている法律用語をまとめたものです。同じ用語でも、各州によって意味が異なることがあります。詳しくは、専門の弁護士におたずねください。

離婚の申し立て（Petition for Divorce）離婚をするために書類を裁判所に申請するこ と。離婚の申し立てにより、監護権・養育権、子供の離婚後の居住場所、面会交流、 財産分与等の詳細を裁判所で正式決定を要請することを意味します。

  申立人（Petitioner）離婚の申し立てを先に行った妻または夫。

被申立人または相手方（Respondent）離婚の申し立てを受ける側、つまり申請者の 配偶者。
     判決（Decree）裁判所の最終決定のこと。つまり、離婚成立を意味します。
   申請書の相手方への送達（Service of Process）離婚を申請する側（申立人）が、裁判所に申請書を提出した後に、書類の写しが相手方（被申立人）に送達されることを意味します。送達は、第三者を通して行われます。送達を受けた被申立人は、書類 内容について応答しなければなりません。
離婚とは？
離婚とは、夫婦間の婚姻関係を解消するための法的措置です。婚姻の解消により、それまで 共同で担ってきた役割・資産等を分割します。離婚手続きにより取り決められる主な内容は、

結婚資産と負債の分配（財産所有権の決定を含む）

監護権、養育費、面会交流時間

配偶者への離婚手当（一時的なものから永続的なものまで）
などです。
また、離婚以外に「法的別居（Legal Separation）」も承認しています。別居とは、離婚同様 に資産や負債の分配および監護権・養育権などを取り決め、法的に別離という措置を夫婦が 取ることです。宗教的な理由や離婚の居住条件を満たすことができないなどの理由で夫婦が 法的別居を選択することができますが、離婚との大きな違いは、法的別居をした個人は、別 の相手と再婚することができません。
また、2013 年 12 月、ニューメキシコ州最高裁判所が同性婚を認める判決を下しました。ニ ューメキシコ州は、これまで同性婚について州法で何の規定もない全米で唯一の州でしたが、「ニューメキシコ州の憲法に鑑みても、法の下での市民の結婚に由来し、同性カップルに結 婚を、そして彼らに権利と保護と責任を持つことを許可する」と最高裁は結論づけました。 この判決により、同性者同士の婚姻が合法的に認められたカップルについては、今後婚姻の 解消を希望する場合、従来の離婚手続き同様、同州の規定に従った離婚申請を行う必要があります。
離婚の居住条件は？
ニューメキシコ州で離婚申請をするためには、夫婦のどちらかまたは両方が、離婚を申請する前まで同州に少なくとも 6 か月間在住していることが条件です。また、夫婦間に子供（18 歳未満）がいて、監護権についても取り決める場合、子供も少なくとも 6 か月間同州に在住している必要があります。法的別居については、居住条件は特にありません。
離婚の理由は？
ニューメキシコ州で離婚申請をするためには、居住条件の他に離婚理由（Grounds for Divorce）が必要です。これは州法で認めている合法的な離婚理由のことをいいます。ニューメキシコ州法では、主に４つの理由が認められています。
a) 夫婦不和。相性の不一致などにより、夫婦関係が修復不可能な場合。
他州では、「無過失離婚（No‐Fault）」と呼ぶこともあります。
b)   配偶者から非人道的残虐な扱いを受けた場合。
c)    婚姻中、配偶者に不貞行為（Adultery）があった場合。
d)   配偶者が家庭を放棄した場合。
しかし、実際は「夫婦不和」を理由として申請することが一般的であり、離婚申請書にもこ の点においてのみ、チェックマークを記入するかどうか、記載事項として掲げられています。
離婚申請のプロセス
ステップ１：離婚申請書を記入する。
離婚の手続きを開始するには、まず離婚申請書（Petition）とその他必要書類をどの申請書に記入するかは、申請者の状況により異なりますが、主な書類およびコード名は以下の通り です。

家庭裁判関係書類の表紙記入事項 (Code 4A‐101)

家族構成記入用紙 (Code 4A‐101A)

子供がいない場合の離婚申請書 (Code 4A‐102)

子供がいる場合の離婚申請書 (Code 4A‐103)
弁護士を雇う場合は、弁護士を通じて書類を入手します。
ステップ２：申請書を提出、裁判所での正式手続きの開始。 
上記方法で入手した離婚書類を裁判所に提出します。提出先は、在住登録している郡の家庭地方裁判所（County  District Court）となります。
＊夫婦が事前に同意し、両方そろって離婚申請する場合があります。その場合には、申請者 は二人（Petitioner  and Co‐petitioner）となり、次のステップ３および４の手続きは必要ありません。
ステップ３：離婚申請書類を相手側に送達する（Serving  または Service of Process） 
裁判所へ申請した書類の写しは、第三者（郡保安官または成人した別個人）を通じて申請者から離婚する相手（被申立人）へ正式に送達する必要があります。この書類の送達をServing もしくは Service of Process と呼びます。
相手に送る書類はすべて事前にコピーを取り、また送達を行った証拠となるものについても 大切に保管ください。
＊離婚書類を受け取った側（被申立人）は、離婚に同意できなくとも、手続きそのものを阻止することはできません。（詳しくは次のステップ４をご参照下さい。）
ステップ４：通達書類受取人（被申立人）からの返答（Response）
離婚書類を受け取った非申立人は、受取後 30 日以内に返答しなければなりません。この返答（Response, Answer または Motion）とは、離婚に同意する、同意しない等、こちら側の意見を書面にて正式に裁判所に通達することをいいます。
もし相手が「同意せず」と裁判所へ返事をしても離婚を取り止めることにはなりません。いったん離婚申請が裁判所に提出されると、離婚の手続きは進行します。片方が離婚に応じない場合、この後の判事の判断や双方の趣向により、調停会合もしくは離婚裁判へと発展していく場合があります。
返答に必要な主な書類は以下の通りです。

離婚書類返答書（Code 4A‐104）

出頭承諾書（Code  4A‐200）
もし被申立人からの返答が 30 日の期日までになかった場合は、判事は相手の不履行
（Default）とみなし、申請者が申し立てた内容そのままで離婚が成立します。このことをDivorce by default といいます。
ステップ５：裁判所でどのように離婚のケースが進行するのか理解する。 
通常、相手側に書類の送達がきちんと行われると、裁判所より離婚のケースが今後どのように進行するか大まかな概要が伝えられます。この後、離婚財産の分配と養育プランおよび養育費等を主に取り決めますが、相手が申請者側の申し立て内容に異議がある場合、相手側にも申し立てを裁判所に起こす機会が与えられます。根本的に、双方の同意（離婚内容の一致）を得ることが離婚ケースの最大の目的ですが、相手側の同意が一定期間内に得られなかった場合、合意のない離婚（Contested Divorce）というケースに変わり、双方で専門家などを介して協議するか（離婚調停）、または法廷で争うことになります。（ケースがここまで発展すると、日本で一般的に呼ばれている離婚裁判へと発展します）。逆に相手が離婚内容に異議がなく、離婚書類に署名をし、同意の意を示した場合には、合意のある離婚（Uncontested Divorce）として決着し、最終的に判事が確認した上で、離婚が正式に成立（Decree of Divorce）します。いうまでもなく、双方合意に至るケースは、合意のない離婚に比べ、手続きに係る費用、手間日数などからも格段に違ってくることがお分かりいただけるかと思います。離婚についてはきちんと話し合い、取り決めることが最も大切です。
III 
監護権・面会交流権
監護権とは？
監護権（Custody）とは、未成年の子供（原則 18 歳以下）を養育する親の監督・保護・擁護 権のことを意味します。肉親または法的関係にある親が、子に関する重要な事柄（教育・宗 教・医療）また住む場所等を定めるなど、親の最終決定権を含みます。子供に関する決め事には、監護権を持つ親の意見が尊重されなければなりません。
監護権には主に 2 種類あります。

法的監護権（Legal Custody）‐子供の養育・快適な暮らしに関する事柄を決定する権利。

法的身上監護権（Physical Custody）‐実際子供が、誰と一緒に暮らすかを決定する権利。
この二つの監護権は、状況により、次のいずれかに分類されます。

共同監護権（Joint Custody）双方の親に与えられる監護・養育および身上監護権。共同監護権を持つ場合、親は、子の教育、宗教、医療治療（緊急を要しない）など重要要件について、お互いの同意を得なければなりません。ニューメキシコ州では、 共同監護が好ましいとされ、何か特別な事情がない限り、単独監護を選択することは稀といえるでしょう。

単独監護権（Sole Custody）一方の親が独占的に子の監護、養育または身の上の監護ができる権利。もう片方の親には面会交流件が与えられる場合があります。ニューメキシコ州では、共同監護が理想とされていますが、以下の状況に当てはまる家庭においては、単独監護権を与えることもあります。
o 
片方の親が不在または行方不明である場合
o 
片方の親が受刑中である場合
o 
片方の親がアルコール中毒者または薬物中毒者である場合
o 
 片方の親が暴力を振るうなど、親として的確な判断や行動がまともにとれず、子供について両親が一緒に話し合い、決断することが難しいと認められた場合
監護権について、法廷では、主に何を判断基準としていますか？
判事は、子供にとって最良の環境（Best Interest of Children）を誰が提供できるかを判断基準とし、監護権の取り決めを吟味します。最良の環境を判断するにあたり、ニューメキシコ州の法廷では、具体的に主に 4 つの観点を考慮します。

親および子どもの身体的、精神的健康状態

離婚後子どもを取り巻く様々な環境（家庭・学校・地域社会など）

親の希望

子の希望（特に 14 歳以上の子の場合、こちらが重視されます）

これまでの子どもが関わってきた人物との関係維持（両親・兄弟・親戚等、離婚
後移動により子にどのように影響を及ぼすか、など。）
子供はニューメキシコ州に住んでいませんが、監護権を申請することは可能ですか？
ニューメキシコ州法では、通常、監護権申請の条件として、子供が 6 か月以上滞在している必要があります。たとえ親が同州に在住していても、この条件を満たしていなければ、子供の監護権に関しては法廷で取り決めることはできません。
IV 
養育費
養育費とは？
子供をサポートし続けることは、法的に定められた親としての義務です。夫婦の離婚後も子供の養育にさしつかえのないよう、一方の親がもう片方の親に経済的に支援する義務があります。この子供の養育に充てられる経済的支援のことを養育費といいます。養育費の支払いは、子供に特別な事情がない限り、通常、子供が 18  歳になるまで継続されます。養育費は、 離婚申請の構成内容の一部として扱われることがほとんどです。
養育費の金額はどのように決められるのですか？
養育費の金額は、州法が規定する養育費ガイドラインの計算法によって決められます。このガイドラインは、子供にかかる費用として、下記に挙げる三つの要素を主眼としています。
１． 子供にかかる基礎的な生活維持費
２． 医療費
３． チャイルドケア（保育または学童保育費）
養育費の支払い額は、両親の収入（離婚前の家庭の総収入）と子供の数により変わります。 また単独監護権の場合、監護権を持たない親が監護権を持つ親から支払を命じられます。
詳しくは、下記資料をご参照ください。

ニューメキシコ州政府の提供する養育費自動見積り計算シート
http://www.nmcourts.gov/cgi/prose_lib/index.htm

ニューメキシコ州養育費に関する一般案内（養育費申請書等もここから入手できます）
http://www.hsd.state.nm.us/LookingForInformation/child‐support‐enforcement‐division‐1.aspx
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